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Description シンポジウム



、 ン ンポジゥム 

持続的経済発展のための 産官学協力による 新産業創造 

中原 恒雄 ( 住友電気工業株式会社 ) 

1 .  2 1 世紀へのパラダイムシフト 

2 1 世紀には自由主義市場経済に 向けて経済がボーダーレス 化すると予想さ 

れているが、 先進国における 産業の空洞化、 発展途上国における 技術開発力の 

不足などがバローバル な 経済発展の阻害要因になりっ っ あ る。 

また、 高度情報化社会の 到来が予想されているが、 モラルハザードが 大きな 

問題として浮上してきている。 

これらの問題を 克服することが 経済の持続的発展のために 極めて重要であ る。 

    産官学の共同 

現在、 日本経済は未曾有の 困難に直面しているが、 科学技術の創造によって 

この困難を打開する 計画 ( 科学技術基本計画 ) がたてられている。 この計画で 

は 政府研究開発費用の 倍増と産官学連携の 強化が調われている。 

T L 0 (Technology 、 Licensing 、 Organization) の設立が提唱され、 実施に 

移る段階にさしかかっている。 大学の 、ン ョ / 

最近、 欧米等の海外で 大学のミッションの 見直しがあ り、 教育および研究に 

加えて社会経済に 対する貢献が 調われるようになってきた。 日本においても 第 

3 番目のミッションについて 活発な議論が 行われるようになってきている。 第 

3 のミッションに 課せられた課題としては、 新技術の研究開発、 知的所有権 の 

確保への参画、 および新規産業創生への 参画・寄与、 等が挙げられている。 こ 

れら大学の新しいミッションに 対しては産官学協力によってこれを 促進するこ 

とが必要であ る。 

3 .  新産業育成のための 条件 

日本経済を再活性するためには、 創造的な基礎研究を 促進すること、 必要な 

全ての技術を 統合して新産業を 育成すること、 さらに日本経済を 構造改革でき 

る 程度の大規模な 高度新産業に 育てることが 必要であ る。 しかし出発点にお い 

ては、 数多くのべンチャービジネ 、 スを如何に育成するかということが 課題にな 

る 。 そのためには 知的財産に保護されたコアビジネスの 計画、 および早期に ハ 

イテク新産業を 育成するための 資金調達の環境整備、 の 2 つが 極めて重要であ 

る 。 企業においても、 従来の社内における 新規事業育成をより 発展させてハイ 
テ クベンチャ一の 育成に努力している。 

( 住友電工の例を 紹介する ) 
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21 世紀へのパラダイムシフト 

1. 新 ハイテクベンチャー 

  新 Ⅱ ¥ 生産 技脩 の卓造 
  日夜 共丑法 ・ 億理 ほ範 

・生活レベルの 向上   

  
産官学の共同 

Technology 
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大学のミッション 

教 育 第 3 のミッションに 課せられた課題 

・新技術の研究開発 

研究 ( 文理の探究 ) ・知的所有権 の確保に参画 
丁 」 0 の活用 : 弁理士、 弁護士との交流 

社会経済に対する 寅祇 ・新規産業創生への 参画・寄与 
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 Ⅰ・広い学問分野での 共同・融合 

異 分野との研究交流 
・公的プロジェクトへの 参画 

・産官学の共 研 
・知的財産産業界との 交流 

、 り Ⅹイテクベンチャ 一企業との交流 

リサーチパーク ンキュベーション 

・大学との共同研究 

・企業で実行されなかっ 

  

  セー キャピタル等 

の 借入 
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